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事
務
事
業
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実
績

所
管

教育委員会

年度

委託内容
なし

人定期健康診断受診児童数 6,404

0

1,604

人 426 411

長期総合
計画体系

 [基本目標]

区立小学校在籍児童及び教職員

年度

事業区分

教育

平成２９年度　事務事業評価シート

学校保健安全法、独立行政法人日本スポーツ振興センター法根拠法令等

目的達成度 3

効率性

事業内容

委託の有無

事業目的

活動指標
6,365

児童及び教職員の健康管理、保健室用備品及び消耗品の整備、歯の優良児童表彰、健康づくり努力児童表彰、日本ス
ポーツ振興センター加入給付事務等を実施して、安全で健康な学校生活を維持運営する。

28,010

7,657

6,444

健康診断、環境衛生検査等
一部委託

（１）健康診断　（定期健康診断、心臓病・腎臓病検査、消化器検診、婦人科検診、就学時健康診断等）
（２）学校環境衛生管理及び維持
（３）表彰式の実施（歯の優良児童表彰・健康づくり努力児童表彰）
（４）日本スポーツ振興センター災害共済給付への加入及び給付事務

補助金の有無

事業対象

事務事業名 小学校一般衛生安全管理

　

学務課

行政計画 事業NO. ― 計画事業名
事業の開始・終了年度

（行政計画外事業）

事
務
事
業
の
概
要

　

[事業開始]

法令（義務） 〔法令等名〕

 [施　　策] [終了予定]

 [小　　柱]

37,886

0

0

35,673

0

2,229

手段の適切性

事務事業コスト

(単位：千円)

財源項目

(単位：千円)

前回評価から
改善した事項

　受益者負担額（使用料・手数料・負担金など）

37,903

37,903

7,664

37,636

0

37,886

学校保健安全法施行規則の一部改正等に伴い、２８年度より寄生虫卵検査を廃止し、学校医による運動器健診を実
施した。また、学習指導上の配慮や、児童が自身の色覚の特性を知らないことで不利益にならないよう、各学校におい
て色覚検査を実施できる体制を整え、希望者に対して実施した。

0

［評価の理由］（区民生活への影響を十分考慮すること）

児童・教職員の健康を保持・増進するとともに、安全な学校生活を運営するために、他自治体
の取り組み等も参考にしながら、適切な事業の実施に努めていく。

3
評
価
の
視
点

評価 評価の理由

児童・教職員の健康の保持・増進及び安全な学校生活を送るため、本事業の果たす必要性は高い。

維持

評
価
結
果

肥満傾向の児童の割合については、東京都全体の平均値の割合（２８年度）より低く、一定の成果が上がっ
ている。

3
委託事業については、学校及び他課と連携しながら地区医師会や業者等と調整を図り、適切な手段を用いて
いる。また、その実施にあたっては、プライバシーに十分に配慮し、異常が見つかった児童については、適切
な医療機関に繋げる等の体制を整え、特段の配慮を行っている。

3必要性

今後の方向性
拡大
改善
維持
縮小
廃止・終了

２７年度 ２８年度

28,625

36,281

成果指標
肥満傾向の児童の割合

1,700　人にかかるコスト（人件費など）

学校や学校医等と連携を図り、スムーズな事業の実施に努めている。

18.0

3.3

　その他特定財源（国や都の支出金・財産収入など）

　一般財源（区負担額） 37,636

7,628

　物にかかるコスト（物件費・維持補修費）

　その他のコスト（扶助費・補助費など）

　総経費

目標値

6,672

420

17.9 18.2％

414

3.6

教職員健康診断受診者数

28,308

種　別 指標の名称 (単位)
（３１年度）

２６年度

％

　決算額　　(単位：千円) 35,935

う歯未処置児童の割合

2.5


